
 

 

基幹統計調査の承認の状況 

（令和２年 12 月１日～令和２年 12 月 31 日分） 

令 和 ３ 年 １ 月 2 7 日 

政策統括官 (統計基準担当 ) 

 

統計調査の名称  実  施  者  主  な  承  認  事  項  承認年月日  

社会教育調査  文部科学大臣  

令和３年調査について、以下のと

おり、調査計画を変更  

 

①   報告者の選定方法の変更  

「民間体育施設」の母集団情

報を「社会教育施設等名称ファ

イル」から「事業所母集団デー

タベース」に変更  

 

②   調査対象の範囲の変更  

①の変更を踏まえ、民間体育

施 設 に 係 る 調 査 対 象 の 範 囲 を

明確にするため、日本標準産業

分 類 の 分 類 名 を 引 用 す る 形 で

記載を見直し  

 
（注）今回の変更は、「平成 28年度統計

法 施 行 状 況 に 関 す る 審 議 結 果 報 告

書（統計精度検査関連分）」（平成

30年３月）において、統計委員会が、

「民間体育施設について、母集団を

明確にした上で、母集団及び現状の

調査実施の状況を踏まえて、次々回

調査（注：令和３年調査）までに対

応を検討すべき」旨の課題を付した

ことを受けた対応であり、変更内容

については、既に令和２年 10月 30日

開 催 の 統 計 委 員 会 評 価 分 科 会 に お

い て 、 文 部 科 学 省 か ら 説 明 が な さ

れ、同分科会において妥当との評価

が行われているものである。  
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（注）本表は、基幹統計調査に係る申請のうち、統計法第９条第４項ただし書に規

定する「軽微な事項」に該当するものとして、統計委員会の意見を聴かなかっ

たものを整理している。  
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